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一
般
会
計
と
特
別
会
計
を
合

わ
せ
た
平
成
19
年
度
決
算
額
は

歳
入
（
収
入
）
で
約
２
４
５
億

円
、
歳
出
（
支
出
）
で
は
約

２
３
９
億
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

普
通
会
計
（
一
般
会
計
と
公

営
事
業
会
計
を
除
く
特
別
会

計
を
合
わ
せ
た
も
の
）
に
つ
い

て
、
歳
入
で
は
、
地
方
交
付
税

が
約
1
億
８
９
０
０
万
円
減
少

し
た
も
の
の
、
市
税
が
税
源
移

普
通
会
計

特
別
会
計

「
飯
山
市
の
財
政
は
健
全
？
」

平
成
19
年
度
決
算
に
基
づ
く
飯
山
市
の
健
全
化
判
断
比
率
等
に
つ
い
て

　
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全

化
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
き
、
飯

山
市
の
健
全
化
判
断
比
率
と
公
営

企
業
の
資
金
不
足
比
率
を
公
表
し

ま
す
。

①
健
全
化
判
断
比
率

　
健
全
化
判
断
比
率
と
は
「
実
質

赤
字
比
率
」「
連
結
実
質
赤
字
比
率
」

「
実
質
公
債
費
比
率
」「
将
来
負
担

比
率
」
の
こ
と
で
す
。
こ
の
健
全

化
判
断
比
率
に
は
、「
早
期
健
全
化

基
準
」
と
「
財
政
再
生
基
準
」
と
が

設
け
ら
れ
て
お
り
、
4
指
標
の
う
ち

各
基
準
を
1
つ
で
も
上
回
る
と
「
早

期
健
全
化
団
体
」、「
財
政
再
生
団
体
」

へ
と
移
行
。
早
期
健
全
化
ま
た
は
財

政
再
生
の
た
め
の
計
画
を
策
定
し
、

必
要
な
行
財
政
措
置
を
講
じ
て
い

く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
飯
山
市
の
平
成
19
年
度
決
算
に

基
づ
く
健
全
化
判
断
比
率
は
表
の

と
お
り
、
い
ず
れ
の
指
標
も
基
準
値

を
下
回
り
ま
し
た
。

平成
 19  
年度

6 億 1622 万円（4.1％ ※ 27.5％減）

計  145 億 4762 万円

（普通会計に算入していないもの。1万円未満端数処理の
ため差引残額が合わないものがあります）

特別会計名 歳入 歳出 差引残額

公共下水道事業 9 億 9152 万 9 億 7235 万 1917 万
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業 4 億 7250 万 4 億 6775 万 476 万

農業集落排水事業 3 億 8732 万 3 億 8571万 161万

簡 易 水 道 等 1億 9141万 1億 8937 万 204 万

国民 健 康 保険 26 億 6685 万 25 億 5428 万 1億 1258 万

老人 保 健医療 27 億  677 万 26 億 8545 万 2132 万

介護サービス事業 682 万 337 万 345 万

介 護 保 険 20 億 8637 万 20 億 6734 万 1903 万

 合 計 　 95 億 956 万 93 億 2562 万 1億 8396 万

市債  5 億 5100 万円（3.7％ ※ 8.0％減）

地方交付税
57 億 9711万円（38.7％ ※ 3.2％減）

分担金および負担金、使用料および手数
料、財産収入、寄付金、繰入金、繰越金
18 億 7485 万円（12.6％ ※51.7％増）

諸収入
21億 9311万円（14.6％ ※10.4％減）

市税
25億5993万円（17.1％ ※12.5％増）

維持補修費、その他
5 億 7522 万円（4.0％ ※ 30.1％増）

扶助費  9 億 6384 万円（6.6％ ※ 0.0％）

補助費等 12 億 5820 万円（8.6％ ※1.3％増）

普通建設事業費
18 億 4413 万円（12.7％ ※ 29.6％増）

貸付金
19 億 2077 万円（13.2％ ※ 5.9％減）

繰出金
19 億 3293 万円（13.3％ ※1.6％増）

人件費
20 億 7330 万円（14.3％ ※ 0.9％増）

公債費
24 億 244 万円（16.5％ ※1.2％減）

計  149 億 7061万円

物件費 15 億 7678 万円（10.8％ ※ 6.3％減）

②
資
金
不
足
比
率

　

資
金
不
足
比
率
は
、
各
公
営
企

業
に
お
け
る
資
金
不
足
額
が
、
事

業
規
模
に
対
し
て
ど
の
程
度
あ
る

か
を
示
す
数
値
に
な
り
ま
す
。
資

金
不
足
比
率
に
は
、「
経
営
健
全
化

基
準
」
が
設
け
ら
れ
、
基
準
値
を

上
回
る
と
「
経
営
健
全
化
計
画
」

を
定
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
平
成
19
年
度
決
算
で
は
、
資
金

不
足
を
生
じ
た
公
営
企
業
が
な
い

た
め
、
資
金
不
足
比
率
に
つ
い

て
は
該
当
あ
り
ま
せ
ん
。

今
後
も
健
全
な
財
政
運
営
を

目
指
し
ま
す

　

今
回
は
、
健
全
化
判
断
比
率
、

資
金
不
足
比
率
と
も
基
準
値
を

下
回
る
結
果
と
な
り
ま
し
た
。

し
か
し
、
当
市
の
実
質
公
債
費

比
率
は
起
債
を
起
こ
す
際
に
県

の
許
可
が
必
要
と
な
る
18
％
を

超
え
て
お
り
、
将
来
負
担
比
率

は
標
準
的
な
財
政
規
模
を
超
え

る
１
０
０
％
超
の
数
値
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

今
後
も
、
職
員
数
の
削
減
や

事
務
事
業
の
見
直
し
な
ど
更
な

る
歳
出
削
減
に
努
め
、
健
全
な

財
政
運
営
を
目
指
し
ま
す
。

実質赤字比率…一般会計等における実質収支額の合計が赤字の場合
に実質赤字額となり、実質赤字額の標準財政規模（飯山市の標準的
な収入）に対する割合を表す指標。
連結実質赤字比率…一般会計および特別会計の実質収支額と公営企
業会計における資金不足額の合計が赤字の場合に連結実質赤字額と
なり、連結実質赤字額の標準財政規模に対する割合を表す指標。
実質公債費比率…一般会計等が負担する元利償還金および公営企業
会計の公債費に対する繰出金の標準財政規模に対する比率で、３ヵ
年の平均値で表される。
将来負担比率…一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財
政規模に対する比率。

※実質赤字比率および連結実質赤字比率については、実質赤字額がな
いため( 黒字のため )「－」で表示しています。

指　標 平成 19 年度
飯山市の比率

早 期 健 全 化
基 準

財 政 再 生
基 準

実質赤字比率 －　％ 13.64％ 20.0％
連結実質赤字比率 －　％ 18.64％ 40.0％
実質公債費比率 19.1％（1481位） 25.0％ 35.0％
将来負担比率 119.3％（1061位） 350.0％

平成 19 年度 飯山市の健全化判断比率と健全化等の基準
普通会計：一般会計・福祉企業センター特別会計・住宅新築資金等貸付事業特別会計・
土地取得事業特別会計・ケーブルテレビ事業特別会計をあわせたもの

地
方
譲
与
税
、
利
子
割
交
付
金
、
配
当
割
交
付
金
、
株
式
等
譲
渡

所
得
割
交
付
金
、
地
方
消
費
税
交
付
金
、
軽
油
・
自
動
車
交
付
金
、

地
方
特
例
交
付
金
、
交
通
安
全
交
付
金

市税の内訳
税目 　19 年度決算額   構成比   増減率 

固定資産税 12 億 3484 万円 48.2％ 1.2％増
市民税 10 億 3356 万円 40.4％ 35.0％増

市たばこ税 1億 5102 万円 5.9％ 0.6％減
軽自動車税 6737 万円 2.6％ 3.8％増
都市計画税 6367 万円 2.5％ 0.2％増

入湯税 947 万円 0.4％ 3.5％減

　
飯
山
市
の
平
成
19
年
度
一
般
会
計
お
よ
び
特
別
会
計
決
算
が
ま
と
ま
り
、
市

議
会
９
月
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

県支出金  5 億 1348 万円（3.4％ ※ 21.9％増）

国庫支出金  8 億 6491万円（5.8％ ※12.0％増）
依
存
財
源
（ 

55
・
７
％ 

）

自
主
財
源
（ 

44
・
３
％ 

）

 

歳
入
・
歳
出
と
も
に
増
加

 

収
支
は
黒
字
に

  平成 19 年度  特別会計決算

※上水道事業会計決算は７ページでお知らせしています

譲
お
よ
び
法
人
市
民
税
の
伸

び
に
よ
り
２
億
８
５
０
０
万
円

増
の
約
25
億
６
０
０
０
万
円
と

な
り
、
歳
入
全
体
で
は
前
年
度

比
約
３
億
８
３
０
０
万
円
増
の

１
４
９
億
７
０
６
１
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

　

歳
出
で
は
、
新
幹
線
駅
周

辺
区
画
整
理
事
業
が
始
ま
っ

た
こ
と
な
ど
に
よ
り
普
通
建
設

事
業
費
が
４
億
２
１
５
４
万
円

増
の
18
億
４
４
１
３
万
円
、
ま

た
起
債
償
還
の
ピ
ー
ク
が
過
ぎ

た
公
債
費
（
借
金
を
返
す
た

め
の
費
用
）
は
３
１
０
０
万
円

減
少
し
24
億
２
４
４
万
円
と

な
り
、
歳
出
全
体
で
は
前
年

度
比
２
億
８
６
４
７
万
円
増
の

１
４
５
億
４
７
６
２
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

 平成 19 年度  普通会計決算 　グラフ中（ ）内数値は構成比、※は前年比

歳　入歳　出

「平成19年度飯山市の比率」欄（　）内数値は全国1810市町村中の飯山市順位

■維持補修費…市が管理する施設の修繕費など、施設の機能を正常に保つ
ための経費です。
■扶助費…生活保護法、児童福祉法、老人福祉法などに基づき、被扶助
者に対して支給する費用などです。市が単独施策として行うサービスな
ども扶助費に含まれます。
■補助費等…報償金などの報償費、火災保険料などの役務費、負担金、
補助および交付金、償還金などをいいます。
■物件費…人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の地方公共団体
が支出する消費的経費の総称です。
■普通建設事業費費…道路、橋りょう、学校などの建設・大規模修繕に
要する経費です。
■繰出金…一般会計から特別会計へ支出される金額です。
■人件費…職員の給料や議員報酬等です。
■公債費…市が借り入れた地方債の元利償還金および一時借入金利子の
合算額です。

　歳出項目の用語解説


